
令和元年11月26日

条文 解説 取り組み状況 評価 評価の理由・意見 今後の取り組み方針（案）

  前文

　鳥栖市議会（以下「議会」という。）は、二元代表制のもと市長と
独立・対等の立場で、また合議制の議事機関として議員間での自由闊
達な討議を重ねることで、市長等による政策決定並びに事務の執行に
ついての監視及び評価を行うとともに、積極的に政策立案及び政策提
言を行うものとする。

　また、議会は、市民との対話を行い、その声を汲み取りながら、市
民に身近な信頼される議会を目指しつつ、議会の権限を発揮し、その
責務を果たしていくことで、本市における民主主義の発展と市民福祉
の向上を図らなければならない。

　議会は、この崇高な理念と目的を不断の努力によって達成すること
を誓い、ここに鳥栖市議会基本条例を制定する。

（目的）

第１条　この条例は、地方自治の本旨に基づき、議会及び議員の責
務、活動原則その他の議会に関する基本的事項を定めることにより、
公平・公正で透明な議会運営を図り、もって市民福祉の向上及び市政
の発展に寄与することを目的とする。

議会運営及び議員にかかる基本事項を定
めることで、市民福祉の向上や市政の発
展に寄与することを鳥栖市議会基本条例
の目的としています。

 

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各
号に定めるところによる。

(1)　市　普通地方公共団体としての鳥栖市をいう。

(2)　市民　市内に居住する個人及び市内で活動する個人並びに市内
に事務所を有する法人その他の団体をいう。

(3)　市長等　市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業
委員会及び固定資産評価審査委員会並びにその職員をいう。

(4)　委員会　常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会をいう。

（議会の活動原則）

第3条　議会は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 議会運営の4つの原則を定めています。

(1)　公正性及び透明性を確保するとともに、市民に分かりやすく、
開かれた議会であること。

(1) （一般質問における一問一答方式の
採用などにより）市民に分かりやすく、
そして（議会のCATV中継やインターネッ
ト中継などにより）市民に開かれた議会
であること。

市議会だよりの一般質問紙面にＱ
Ｒコードを掲載。2019年5月に市議
会だよりを「とすきっぷ」として
リニューアル(増ページ16P）し
た。

Ｂ

議会傍聴者数、議会中継
視聴者数は減少傾向であ
り、更なる市民に分かり
やすく、開かれた議会へ
の取り組みが必要であ
る。

わかりやすい言葉の使用、議場ス
クリーン等、傍聴者、視聴者に分
かりやすく、開かれた議会を目指
す。また児童や乳幼児の傍聴席へ
の入場を認めることや、傍聴者に
住所と氏名を記入させる条文を削
除する等、傍聴規則の改正を検討
する。

議会基本条例の検証　（A：条文に従い、これまで通り取り組んでいく　B：条文に従い、新たな取り組みを検討する　　C：条文を改正する    D：その他）

「二元代表制」とは、地域住民が、知事
や市区町村長ら自治体の首長と都道府県
や市区町村議会の議員を、別々の選挙で
選ぶ仕組みのことです。また、「合議制
の議事機関」とは、複数の人が話し合い
（合議）によって事を決定する機関のこ
とです。（反対に、市町村の事務執行の
責任者である首長のことは、「独任制の
執行機関」と呼びます。）

読みやすく分かりやすい条例にするた
め、条文の中に複数回でてくる用語の意
義をここで定めています。また、この条
例における「市民」の中には、鳥栖市に
住民票を置く人だけでなく、市内にある
企業（団体）、市外からの通勤者なども
含んでいます。

Ｄ

Ｄ

Ｄ
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(2)　議案提出権、市長提出議案に対する修正動議の発議権等を議員
が有することを踏まえて議決権を行使すること。

(2) （一般的に市長等の追認機関である
と揶揄されている）議会にも政策を提案
する権利があり、また市長等が提案した
政策を否決や修正することができること
を踏まえた上で、しっかりとその役割を
果たしていくこと。

2016年6月市庁舎に関する意見書決
議、2016年9月鳥栖市立小中学校ト
イレ改修に関する決議、保育士の
待遇改善と保育士確保政策の促進
を求める決議等を行っている。
2019年9月「共に学び成長する子ど
も条例」を議長を除く全議員で提
案し、全会一致で可決した。

Ａ
議員提案条例等も含め、
今後も、しっかりとその
役割を果たしていく。

(3)　市民本位の立場から、市長等により適正な市政運営が行われて
いるかを監視し、さまざまな政策等が適切に執行されているか常に検
証を行うこと。

(3) 市民の代表であることを自覚して、
市民目線から市長等が行う市政運営を常
にチェックすること。

日頃の議会活動はもとより、一般
質問や委員会審査等を通じて、市
政運営を常にチェックしている。

Ａ 市長等に更なる情報公開
を求めていく。

(4)　市民参加の機会の拡充を図り、市民の多様な意見をもとに政策
立案、政策提言等の強化に努めること。

(4) （市民との意見交換の場を設けるな
どして）市民の多様な意見を吸収して、
それをもとに政策の立案や提言を活発に
行うこと。

2018年12月より、議会報告会での
主な市民意見や提言を所管委員会
で協議。結果をホームページで公
開している。

Ｂ
議会報告会に限られてお
り、市民参加の機会をさ
らに拡充する必要があ
る。

広報広聴委員会にて新たな市民参
加の機会の拡充を検討する。

 

（委員会の活動原則）

第4条　委員会は、社会経済情勢等により新たに生じる行政課題等に
迅速かつ的確に対応するため、委員会の専門性と特性を活かし、適切
な運営に努めなければならない。

1　委員会（常任委員会や特別委員会な
ど）の持つ専門性や特性を活かすこと
で、その時々の重要な行政課題に対し、
迅速かつ適切に対応するよう定めていま
す。

行政課題に対し、迅速かつ適切に
対応するよう努めている。 Ａ

重点テーマを選定した所
管事務調査等の委員会の
機能強化の意見あり。今
後も、迅速かつ適切に対
応するよう努めていく。

2　委員会は、前項の目的を達成するため、参考人制度や公聴会制度
を活用するよう、また議員と市民とが自由に情報や意見を交換できる
機会を設けるよう努めるものとする。

2　参考人制度や公聴会制度の活用はも
とより、市民との自由な情報・意見交換
の場などを設けるなどして、専門性と特
性を活かした委員会の運営を行うよう定
めています。

委員会現地視察による情報収集や
意見交換の機会を設けている。 Ａ

委員会が各種団体に出向
く意見交換会や、委員会
が決めたテーマ別の意見
交換会の開催等の意見あ
り。今後も前項の目的達
成のため、委員会として
市民との意見交換の場を
設けるよう努めていく。

（議長の活動原則）

第5条　議長は、議会を代表し、中立公正な職務執行に努めるととも
に、民主的かつ効率的な議会運営を行わなければならない。議長の職
務を代行する場合の副議長についても同様とする。

議会の要である議長は、常に中立公正で
なくてはならず、また民主的で（ありな
がらも）効率的な議会運営を行うよう定
めています。

常に中立公正で、民主的で効率的
な議会運営に努めている。 Ａ 今後もこれまで通り取り

組んでいく。

 

（議員の活動原則）

第6条　議員は、次に掲げる原則に基づき活動を行わなければならな
い。

議員個人として必要な2つの原則を定め
ています。
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(1)　議会が言論の府であること及び合議機関であることを十分認識
し、議員間の自由な討議を重んじること。

(1) 合議機関である議会としての合意形
成や共通認識の醸成のために、（多様な
意見をもつ市民の代表である）議員間に
おける自由な討議を尊重すること。

定例会の委員会時に自由討議の時
間を設け、議員間の自由な討議を
尊重するように努めている。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

(2)　市政の課題全般について、市民の意見を的確に把握するととも
に、自己の能力を高める不断の研さんによって、市民の代表としてふ
さわしい活動をすること。

(2) 市政の課題全般について、市民の意
見を的確に把握するとともに、常に自ら
の資質の向上に努め、市民の代表である
議員としてふさわしい活動をすること。

市民の意見を的確に把握するとと
もに、常に自らの資質の向上に努
めている。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

 

（会派）

第7条　議員は、議会活動を行うため会派を結成することができる。
1　議員は、議会内において会派として
活動することができると定めています。

6つの会派で活動している。 Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

2　会派は、政策を中心とした同一の理念を共有する議員で構成す
る。

2　会派は、政策を中心とした同一理念
をもつ議員によって組織すると定めてい
ます。

理念の共有は図られている。 Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

3　会派は、政策立案、政策決定、政策提言等に関し、必要に応じて
他の会派と合意形成に努めるものとする。

3　（合議機関である議会において、）
必要に応じて会派間での合意形成に努め
るよう定めています。

定期的に会派代表者会議を開催し
ている。定例会時には、会派担当
者による意見書説明会を開催して
いる。

Ａ
今後も政策協議会等によ
り、合意形成に努めてい
く。

（市民参加及び市民との連携）

第8条　議決責任を有する議会は、市民に対する情報公開を積極的に
行い、またその説明責任を十分に果たさなければならない。

1　議決責任を有する議会は、市民に対
して、その活動（の経過と結果）につい
て、積極的に公開し、分かりやすく丁寧
に説明しなければならないと定めていま
す。

市議会だよりに議員の賛否一覧を
掲載している。 Ｂ

情報公開を積極的に行
なっているが、分かりや
すく丁寧に説明ができて
いるとは言えない。

広報広聴委員会にて市議会だより
と市議会ホームページの充実と相
互活用、議会報告会内容の検討等
を行う。

2　議会は、本会議のほか、委員会及び全員協議会を原則公開とす
る。

2　本会議、委員会及び全員協議会を原
則公開すると定めています。

原則公開となっている。2013年12
月より委員会の議事録をホーム
ページで公開している。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

3　議会は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」とい
う。）第100条の2の規定による専門的知見の活用に努めるものとす
る。

3　法律の制度を活用し、学識経験者な
どの専門的見識等を議会に反映させるよ
う定めています。

近年、専門的知見の活用は図られ
ていない。 Ａ 今後も専門的知見の活用

に努めていく。

4　議会は、市民との意見交換の場等を設けるなどして、議員の政策
立案能力を強化するとともに、政策提案の拡大に努めるものとする。

4 （議会報告会の際などに）市民との意
見交換の場を設けることで、議員による
政策提案の拡大を図るよう定めていま
す。

一般質問等により個々の議員によ
る政策提案の拡大を図っている。
また議会報告会での市民の意見提
言を常任委員会にて協議してい
る。

Ｂ 政策提案の拡大を図る必
要がある。

委員会活動、政策協議会の設置等
により政策提案の拡大に努めてい
く。

 

（請願及び陳情）

第9条　議会は、請願及び陳情を市民による政策提案と位置付け、真
摯に取扱うものとする。この場合において、請願者及び陳情者の求め
に応じて、又は議会自ら、請願者及び陳情者が説明や意見陳述を行う
場を設けることができる。

1　請願や陳情は、（議会への単なる
「お願い」ではなく、）議会への政策提
言であると位置付け、提案者の意見を聴
く機会を積極的に設けるよう定めていま
す。

H24.10～陳情を委員会で取り扱う
ことを決定したが、陳情者等から
説明を受けた事例はない。

2　請願及び陳情の取扱いに関することは、別に定めるものとする。
2　請願や陳情の取扱いについては、別
に詳しく定めています。

別に詳しく定めている。

Ａ
今後は、提案者の意見を
聴く機会を積極的に設け
るように努めていく。
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（議会報告会）

第10条　議会は、市議会の状況を市民に報告する議会報告会を必要に
応じて行うものとする。

市民に対する情報公開や説明責任を果た
す場（、また市民との意見交換の場のひ
とつ）として議会報告会を行うよう定め
ています。（なお、議会報告会を開催す
る上で必要な要綱などについては、報告
会を試行していく中で、別途定めていく
こととしています。）

2016年4月　弥生が丘　　　47人
2017年4月　基里・旭　　　47人
2018年9月　田代・麓　　　46人
2019年8月　鳥栖・鳥栖北  28人
参加者数は減少傾向である。
また、広報広聴委員会から、説明
責任を果たす場（議会報告会）と
市民との意見交換の場（意見交換
会）を実施内容とする要綱案が提
案され、策定された。

Ｂ
開催費用が予算化されて
おらず（2019年度は一部
予算化）広報や障害者へ
の対応等の課題も多い。

広報広聴委員会にて、よりよい議
会報告会となるよう内容について
も継続した議論を行う。 更に、前
年度に実施内容を決定し、最低限
必要な開催費用は予算要求する。

（議員と市長等との関係）

第11条　議会審議における議員と市長等との関係は、市長等による事
務の執行の監視及び評価などの議員としての責任を果たすため、次に
掲げるところにより、緊張関係の保持に努めなければならない。

議員としての責任をしっかりと果たすた
めに、議会審議においては、議員と市長
等との間で緊張感を保持するよう定めて
います。

議員と市長等との間で緊張感を保
持している。 Ａ 今後もこれまで通り取り

組んでいく。

(1)　本会議における議員の市長等への一般質問は、広く市政上の論
点及び争点を明確にするため、一問一答の方式で行うことができる。

(1)　論点・争点を明確にするために、
一般質問は総括質問方式だけでなく、一
問一答方式でも行うことができること。

一問一答方式を選択する議員が多
い。 Ａ 今後もこれまで通り取り

組んでいく。

(2)　議長から本会議及び委員会への出席を要請された市長等は、議
長又は委員長の許可を得て、議員の質問に対して論点を整理するため
反問することができる。

(2)　議員の質問に対して、論点を整理
するため、議長又は委員長の許可によ
り、市長等が議員に対し逆質問をするこ
とができること。

現在、反問の事例はない。 Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

（議会審議における論点の形成）

第12条　議会は、市長が提案する主要な政策について、議会審議にお
ける論点を明確にし、その政策水準を高めるため、市長に対し、次に
掲げる事項について明らかにするよう求めるものとする。

(1)　政策等を必要とする背景

(2)　提案に至るまでの経緯

(3)　他の自治体の類似する政策等との比較検討

(4)　他の政策案との比較検討

(5)　市民参加の実施の有無とその内容

(6)　総合計画との整合性

(7)　財源措置

(8)　将来にわたる効果及び費用

 

議会として、８項目に
沿った説明を求めてはい
ない。

議会において政策水準を高める議論を行
うため、８項目の情報提供に努めるよう
市長に求めると定めています。（なお、
ここでいう「主要な政策」とは、まちづ
くりの基本方針や分野別の計画・施策、
市民生活に重大な影響を及ぼすことが予
想される計画・施策などを指していま
す。）

Ｂ
分野別の計画・施策についてはパ
ブリックコメント前の説明が行わ
れている。

可能な限り議会が定めた８項目の
様式に基づいて資料を作成し、説
明するよう市長等に対応を求めて
いく。
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（予算及び決算における政策説明）

第13条　議会は、予算及び決算の審議に当たっては、前条の規定に準
じて、分かりやすい施策別又は事業別の説明を市長に求めるものとす
る。

市長が予算案や決算を議会に提出するに
あたり、前条同様に議員が審議を深めや
すいよう、分かりやすい説明資料を提出
するよう市長に求めると定めています。

市長等より主要事項説明書が提出
されている。2018年5月のタブレッ
ト端末の導入により、情報量も増
え、説明資料は分かりやすくなっ
た。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

 

（議決事件の拡大）

第14条　法第96条第2項の議会の議決事件については、その拡大に向
け、議会の監視機能上の必要性と市長の政策執行上の必要性を比較衡
量の上、別に定めるものとする。

市政全般にわたる重要な計画などについ
て、議会と市長等が市民に対する責任を
共有することによって、市民の視点に
立った計画的で透明性の高い市政運営が
行われるよう、議決事件（議会に諮るべ
き計画など）については、（その拡大を
前提に）今後別に定めていくこととして
います。

議会の議決すべき事件は、
(1)　基本構想
(2)　基本計画
(3)　都市宣言
(4)　友好都市
の策定締結、変更又は廃止に関す
ることとなっている。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

 

（政策提言）

第15条　議会は、決議等による議会意思の表明により、市長等に対
し、積極的に政策提言を行うものとする。

（市民の多様な意見の代弁者である議員
で構成される）議会の意思を市の施策に
反映させる手段のひとつとして、決議等
（予算の執行に対する付帯決議など）を
積極的に行うよう定めています。

小中学校のトイレ改修、市庁舎建
設、保育士の処遇改善等の決議が
行われている。2019年9月「共に学
び成長する子ども条例」を議長を
除く全議員で提案し、全会一致で
可決した。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

（自由討議）

第16条　言論の府であり合議機関である議会では、議員相互間の自由
討議が尊重されなければならない。

1　議会は討論の場であり合議機関であ
るとの原則から、議員間の自由討議を尊
重した議会運営をするよう定めていま
す。

2014年6月より委員会日程に自由討
議を明記し、自由討議を尊重する
よう努めている。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

2　議会は、委員会等において議案や市民提案に関して審議し、結論
を出す場合、合意形成に向けた議員相互間の議論を尽くすよう努める
ものとする。

2　委員会などにおいては、委員会とし
ての合意形成に向けて、少数意見を尊重
しながら議員相互間で多様な意見を出し
合い、議論を尽くすよう定めています。

議員相互間の議論を尽くすよう努
めている。 Ａ 今後もこれまで通り取り

組んでいく。
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（政策協議会）

第17条　議会は、市政に関する重要な政策及び課題に対し、議会とし
ての合意形成に向けた共通認識の醸成を図るため、政策協議会を開催
することができる。

1　市政に関する重要な政策や課題に対
する議会としての合意形成に向けた共通
認識の醸成を図るため、市議会の全議員
が一堂に会して、自由闊達な意見交換を
行う機会を設けることができると定めて
います。

近年は開催されていない。

2　政策協議会に関することは、別に定めるものとする。
2　政策協議会の要綱などの詳細につい
ては、別に定めることとしています。

定めていない。

（政務活動費）

第18条　会派及び議員は、政務活動費が政策立案又は提案等を行うた
めの調査研究その他の活動に資するために交付されるものであること
を認識し、鳥栖市議会政務活動費の交付に関する条例（平成13年条例
第30号。以下「政務活動費条例」という。）に定めるところにより適
正に執行しなければならない。

1　法律（地方自治法）を根拠として交
付される政務活動費の執行については、
既定の条例を遵守しなければならないと
定めています。

適正に執行されている。 Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

2　会派及び議員は、政務活動費の収支報告書及び会計簿を公開する
ことで、その透明性を確保しなければならない。

2　公正性・透明性の観点から、政務活
動費の収支報告書や会計簿等は、公開す
ると定めています。

公開されている。2016年9月より政
務活動費使途報告をホームページ
で公開している。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

3　議会は、政務活動費条例の改正に当たっては、その趣旨等を踏ま
え、議会内で十分に検討するものとする。

3　政務活動費条例を改正する際には、
議会内で十分に議論するように定めてい
ます。

条例の改正の検討は行われていな
い。 Ａ

政務活動費条例を改正す
る場合は、議会内で十分
に検討する。

（改革機関の設置）

第19条　議会は、議会改革に継続的に取り組むため、議員で構成する
改革機関を設置する。

1　議会内に専門の機関を設置し、議会
改革に継続的に取り組むことを定めてい
ます。

議会改革検討会を設置し、議会改
革に継続的に取り組んでいる。 Ａ 今後もこれまで通り取り

組んでいく。

2　前項の改革機関に関することは、別に定めるものとする。
2　この改革機関に関することは、別に
詳しく定めています。

別に定めている。 Ｄ
 

Ｂ

議員提案による条例制定を目指し
た組織にするための「政策協議
会」に変更
・政策協議会（各会派から選出し
た議員概ね１０名で構成）座長＝
提案会派から
・政策協議会　全体会（全議員）
会長＝議長　に分類
（政策協議会の役割）
・条例等の原案作成、会派間の合
意形成
・条例等に係る執行部、関係団体
との協議、意見聴取、協議検討
・条例等に係る市民意見の聴取、
パブリックコメントの対応等
・政策協議会の進捗を全体会（全
議員）に必要に応じて報告
・条例提案→条例制定→議会とし
ての政策提案（政策立案、政策提
言等の強化）

全員協議会との違いが不
明確であり、政策提案
（条例等）の原案作成並
びに協議検討機関を想定
して、設置要綱を定める
必要がある。
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（交流及び連携の推進）

第20条　議会は、時代にふさわしい議会のあり方についての調査研究
等を行うため、他の自治体の議会との交流及び連携を推進するものと
する。

他の自治体の議会との交流・連携を活発
に行い、先進事例などに学ぶことによっ
て、その時代にふさわしい議会へと、常
に自己改革していくよう定めています。

小郡市議会、基山町議会との合同
研修会を定期的に開催している。
議会のあり方についての調査研究
は議会運営委員会にて行なってい
る。

Ａ

災害時の議会の行動指針
を定める必要があるとの
意見あり。今後も議会運
営委員会にて、他の自治
体の議会視察等により議
会のあり方についての調
査研究を行う。

（議員研修及び交流）

第21条　議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上等を図るため、
議員研修の充実強化を図るものとする。

1　議員の政策形成能力や立案能力の向
上を目的とした議員研修の充実強化を
図っていくことを定めています。

県市議会議長会の研修会に参加し
ている。その他各会派にて研修が
行われている。

Ｂ
議会として、議員研修の
充実強化を図っていると
は言えない。

議員研修を担う組織体制の構築を
検討する。

2　議会は、広く各分野の専門家等との交流及び議員研修会を積極的
に行うものとする。

2　前項に定める議員研修などでは、多
岐にわたる政策課題に対応するため、各
分野の専門家を招いた交流会・研修会な
どを積極的に行うよう定めています。

九州地方整備局佐賀国道事務所に
よる研修会等を開催、その他各会
派にて研修が行われている。

Ｂ
議会として、交流及び議
員研修会を積極的には行
なっているとは言えな
い。

議員研修及び交流を担う組織体制
の構築を検討する。

（議会事務局の体制整備）

第22条　議長は、議員の政策形成及び立案を補助する組織として、議
会事務局の調査・法務機能の充実強化を図るよう努めるものとする。

事務局職員の任命権者である議長は、
（大学研究機関や専門家等との積極的な
連携などにより、）職員の調査・法務能
力を高め、より良い事務局体制の整備に
努めるよう定めています。

職員の調査・法務能力を高める研
修も行われていない。 Ｂ

政策提案（条例等）の原
案作成並びに協議検討の
際の庶務等、議会事務局
の調査・法務機能の充実
が求められる。

議会事務局の調査・法務機能の充
実強化を図るための研修を行う。
大学研究機関や専門家等との積極
的な連携も含め、職員の調査・法
務能力を高める方策を検討する。

 

（議会図書室の充実）

第23条　議会は、議員のみならず、誰もがこれを利用できるよう議会
図書室の充実に努めるものとする。

過去の議事録や議会に関する文書を保管
している議会図書室を、誰もが利用でき
る、より開かれ充実したものにしていく
よう定めています。

誰もが利用できるようになってい
る。 Ｂ

充実しているとは言え
ず、議員の活用度や市民
の認知度は低いと思われ
る。

市立図書館と市議会図書室の相互
連携等も含め、議会図書室を充実
するための方策を検討する。

 

（議会広報の体制整備）

第24条　議会は、情報技術の発達を踏まえた多様な広報手段を活用す
ることにより、多くの市民が議会と市政に関心が持てるような議会広
報の体制整備に努めるものとする。

情報技術の発達に合わせた様々な広報手
段の活用により、市民が議会や市政に関
心を持つことができるよう、議会広報の
体制整備に努めるよう定めています。

議会広報の体制整備のため、2018
年3月に広報広聴委員会を新設。 Ａ

今後も広報広聴委員会を
中心として議会広報の体
制整備に努める。
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（議員の政治倫理）

第25条　議員は、公職者として、その倫理性を常に自覚し、自らを律
しなければならない。

議員は、選挙によって選ばれた者とし
て、その品位と名誉を損なうことがない
よう行動するよう定めています。

倫理性を常に自覚し、自らを律す
るよう努めている。 Ａ 今後もこれまで通り取り

組んでいく。

（議員定数）

第26条　議員定数は、別に条例で定める。
1　議員定数については、別の条例で定
めています。

別に条例で定めている。 Ｄ

2　議員定数の改正に当たっては、市政の現状及び課題、将来の予測
等を十分に考慮するとともに、参考人制度、公聴会制度等の活用に努
めるものとする。

2　議員定数の改正は、（行財政改革の
側面や他市との比較だけでなく、）市政
の現状や将来の展望なども踏まえて総合
的に検討し、また参考人制度や公聴会制
度を活用して、広く市民の意見を聴取す
るよう定めています。

定数改正の検討は行われていな
い。 Ａ

議員定数の改正を検討す
る場合は、広く市民の意
見を聴取するよう努め
る。

 （議員報酬）

第27条　議員報酬は、別に条例で定める。
第27条　議員報酬は、別に条例で定め
る。

別に条例で定めている。 Ｄ

2　議員報酬の改正に当たって、議員が提案する場合は、市政の現状
及び課題、将来の予測等を十分に考慮するとともに、参考人制度、公
聴会制度等の活用に努めるものとする。

2　議員報酬の改正に当たって、議員が
提案する場合は、市政の現状及び課題、
将来の予測等を十分に考慮するととも
に、参考人制度、公聴会制度等の活用に
努めるものとする。

報酬改正の検討は行われていな
い。 Ａ

議員報酬の改正を検討す
る場合は、広く市民の意
見を聴取するよう努め
る。

（最高規範性）

第28条　この条例は、議会における最高規範であって、議会は、この
条例の趣旨に反する議会の条例、規則等を制定してはならない。

1　議会基本条例は、鳥栖市議会におけ
る最高規範であると定めています。

最高規範とされている。 Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

2　議会は、議員にこの条例の理念を浸透させるため、一般選挙を経
た任期開始後速やかに、この条例の研修を行わなければならない。

2　最高規範であるこの条例の理念を浸
透させるために、一般選挙の後、速やか
に条例の研修を行うよう定めています。

議会改革検討会による基本条例の
研修が行われている。 Ａ 今後もこれまで通り取り

組んでいく。

（見直し手続）

第29条　議会は、この条例の施行後、市民の意見、社会情勢の変化等
を常に勘案して、必要があると認めるときは、この条例の規定につい
て検討を加え、その結果に基づいて見直しを行うものとする。

1　条例の制定後も、必要があると認め
る時は、その規定について検討した結果
に基づいて、見直しを行うよう定めてい
ます。

令和元年度、議会改革検討会にて
検証を行ったが、条文の見直しは
行っていない。

Ａ 今後もこれまで通り取り
組んでいく。

2　議会が、この条例を改正しようとするときは、本会議において改
正の理由及び背景を詳しく説明しなければならない。

2　また条例の改正を行う場合は、公開
の場である本会議において改正理由など
を詳しく説明するよう定めています。

条例改正は行われていない。 Ａ
この条例を改正する場合
は、本会議において改正
理由などを詳しく説明す
る。


